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夏休みは事前にスケジュールが決まっていた仕事が多く、重要な会議に出席できずに申し訳ありません。各分野からの多くの意見が集約された提言となっていると思いますが、最終段階ですので、私が関わっております知的障害者の問題絞って、ポイントのみ述べさせて頂きます。
○地域生活への移行を積極的に進めることについて異論はありませんが、グループホーム、ケアホームを計画的、集中的供給すると共に、短期入所の拡充、地域生活支援型入所施設を中核にしたバックアップ体制の整備を堅実に進めていくことが大切であると思います。
○既に、地域移行を進めて一定期間が経過した実践の状況を見ると、グループホーム等において、慢性的な人材不足、専門性の不足、過重労働による疲弊など、質の高い生活支援を継続していくことに困難も見られてきています。長期的に安定したサービスを提供できる体制作りに言及しておくことが必要と思います。
○入所施設については様々な議論がありますが、地域生活支援型入所施設については、地域生活支援の中核としての機能の他、強度行動障害や医療的対応が必要な人のニーズを考えると、「入所施設」ということで一概に必要性を否定することはできません。北沢委員の資料のように、機能、役割について整理した記述が重要であると思われます。
○就労支援については、東京都では雇用率は全国的に見ても高くはなく、未達成企業が70％を超えていることを改善すべきことは言うまでもありません。

○一方で、障害者雇用をすべき企業数の多さに対して、企業で働く力が備わった障害のある人の数、それを支援する就労支援機関の数と質、これらのバランスが取れているとは言い難い状況もあると思われます。
○障害者就業・生活支援センターに比べて就職実績で見劣りのする市区町就労支援事業について、レベルアップを求めることが必要と思われます。
○本提言に書き込む必要はありませんが、大企業の特例子会社に対する支援と、地域に根差した中小企業に対する支援では、対象となる圏域や支援の方策が異なります。後者は市区町村就労支援事業が担当すべきですが、前者については東京都独自の取り組みがあっても良いのではないでしょうか。
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